
筑西市橋梁診断判定業務委託 

特記仕様書 

第一章 総則 

（適用） 

第１条 本特記仕様書は、筑西市（以下「甲」という。）が発注する「筑西市橋梁診断判定

業務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。 

 なお、本業務特記仕様書は甲が必要最低限の要求項目として提示するものであり、受託 

者（以下「乙」という。）が本業務特記仕様書に記載する以上の提案をした場合について 

は、その内容に応じて本業務特記仕様書を変更する。 

   

（業務目的） 

第２条 本業務は、道路法施行規則に基づいて行われる橋梁の定期点検について、定期点 

検を適正に行うために必要な知識及び技能を有する者とされている部分の内、道路管理 

者（市職員）の行う健全性の診断についての補助、点検者のスキルアップ及び点検業者 

間でのばらつきの解消を目的とする。また、橋梁の維持工事における包括的民間委託導 

入に向けた市場調査を目的とする。 

 

（業務範囲） 

第３条 本業務の業務範囲は、令和６年度に別途発注予定の点検業務にて点検予定であ 

る、１３０橋の内、現地調査を１０橋程度、診断業務は１３０橋の半数程度を対象とす 

る。なお、詳細については別途協議するものとする。 

 

（業務計画等） 

第４条 乙は、契約締結後速やかに、次に揚げる事項を明らかにした関係書類を甲に提出 

し、承諾を得なければならない。また、書類内容に変更が生じた場合には、乙は速やか 

に甲に変更書類を提出し、承諾を得なければならない。 

(１)業 務 着 手 届 

(２)業 務 計 画 書 

(３)業 務 工 程 表 

(４)管理技術者及び照査技術者届（経歴書も併せて提出すること） 

(５)その他甲の指示する書類 

 

（適用基準） 

第５条 本業務の実施に当たっては、本業務特記仕様書によるほか、次の各号に示す基準 

等に準拠して実施するものとする。 

（１）茨城県業務委託共通仕様書 

別 紙 １ 



（２）道路メンテナンス事業補助制度要綱（国土交通省令和 3年 3月 30 日改正） 

 （３）道路橋定期点検要領（国土交通省道路局 令和 6年 3月） 

 

（履行期間） 

第６条 本業務の履行期間は，契約日の翌日より令和７年３月２８日までとする。ただし、 

令和 6年 3月に公表された「道路橋定期点検要領」技術的助言及び解説等の追加時期に 

よっては別途協議をするものとする。 

 

（業務内容） 

第７条 本業務の内容は、次のとおりとする。 

 （ １ ）計画準備 

 （ ２ ）資料収集 

 （ ３ ）点検結果の把握 

 （ ４ ）現地調査 

 （ ５ ）健全性の診断 

 （ ６ ）包括的民間委託の市場調査 

（ ７ ）点検支援技術の試行 

（ ８ ）職員研修支援 

（ ９ ）報告書作成 

 （１０）打合せ協議 

 

（管理技術者） 

第８条 管理技術者は、 直接的雇用関係にある者とし、技術士（総合技術監理部門：建

設－道路、鋼構造物及びコンクリート）または、技術士（建設部門：道路、鋼構造及び

コンクリート）の資格を有し、平成２６年度から令和５年度までに「橋梁定期点検診

断業務」、「橋梁長寿命化修繕計画策定業務」、「橋梁設計業務」、「橋梁補修設計業

務」、「橋梁定期点検業務」のいずれか一つ以上の履行実績を有する者を配置できるこ

と。 

 

（照査技術者） 

第９条 照査技術者は、直接的雇用関係にある者とし、技術士（総合技術監理部門：建設 

－道路、鋼構造物及びコンクリート）、技術士（建設部門：道路、鋼構造及びコンクリ 

ート）または、RCCM（道路、鋼構造及びコンクリート）の資格を有し、平成２６年度か 

ら令和５年度までに「橋梁定期点検診断業務」、「橋梁長寿命化修繕計画策定業務」、 

「橋梁設計業務」、「橋梁補修設計業務」、「橋梁定期点検業務」、のいずれか一つ以 

上の履行実績を有するもを配置できること。 



 

（直接的雇用関係） 

第１０条 「直接的雇用関係」とは本業務契約締結時において、乙と直接雇用関係がある

ことをいう。「直接的雇用関係」を証明する資料（健康保険被保険者証又は雇用保険被

保険者証の写し等、公的なもの）を、業務着手届と共に提示しなければならない。 

 

（安全管理） 

第１１条 乙は、業務の執行にあたって現地確認を行う場合には、交通状況に即した適切 

な方法によって安全管理に努めるものとする。 

 

（損害賠償） 

第１２条 乙は作業実施中に生じた諸事故に対しての責任を負い、損害賠償等の請求があ 

った場合には乙が一切処理するものとする 

 

（成果品の瑕疵） 

第１３条 業務完了後、乙の瑕疵等に起因する不良箇所が発見された場合は、速やかに修 

正その他必要な措置を乙の負担において行うものとする。 

 

（貸与資料） 

第１４条 本業務における貸与資料は以下のとおりとする。乙は善良な管理のもとに保管 

し、業務完了後は速やかに返還しなければならない。 

（１） 過年度の橋梁定期点検業務委託報告書 

（２） 筑西市橋梁長寿命化修繕計画及び包括的民間委託の導入検討（令和４年度） 

（３） 筑西市橋梁台帳 

 

（成果品の帰属） 

第１５条 本業務において作成した成果品は、甲に帰属するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１６条 乙は本業務を通じて知り得た事項、情報等を他に漏らしてはならない。 

 

（打合せ協議） 

第１７条 打合せ協議は、初回と成果品納入時の他、業務進捗に応じて中間打ち合わせを 

3回行うこととし、全てにおいて管理技術者が出席するものとする。 

 

 



（疑義） 

第１８条 乙は、本業務の実施にあたり、疑義を生じた事項については、甲と協議して定 

めるものとする。 

 

（納入する成果品等） 

第１９条 納入する成果品等は，以下のとおりとする。 

（１）委託成果報告書（Ａ４版）・・・・・・・・・・・・ ２部 

（２）電子ﾃﾞｰﾀ（DVD-R 又は CD-R）・・・・・・・・・・・ １式 

 

 

第２章 業務概要 

（計画準備） 

第２０条 本業務の実施にあたり、第４条に基づき業務計画書を作成する。 

 

（資料収集） 

第２１条 過去甲が実施した点検・補修履歴、計画策定業務の報告書等、本業務の遂行に

あたって必要と考える資料を収集する。 

 

（点検結果の把握） 

第２２条 過去に甲が実施した点検・補修履歴、診断対象橋梁の定期点検結果を確認し、 

損傷状況、不可視箇所の有無等、診断の基礎となる情報を把握する。 

 

（現地調査） 

第２３条 健全性の診断を行うために、現地調査として、発注者の指示する１０橋を対象 

に現地確認を行い、現地確認状況と、過去の点検結果とを踏まえて診断を行う。現地調 

査は、建設機械を使用せず徒歩で可能な範囲で実施する。現地調査に係る直接経費は、 

発注者と協議の上、変更対象とする。 

 

（健全性の診断） 

第２４条 最新の「道路橋定期点検要領」に基づき、点検対象部材の部材単位での健全性

の診断と橋梁毎の診断を行う。また第２２条及び第２３条により得た情報により健全性

の診断を行い、検証する。また、中間打ち合わせ時に診断結果報告を行う。 

 

（包括的民間委託の市場調査） 

第２５条 過年度の検討業務（「橋梁長寿命化修繕計画策定検討業務」における包括的民

間委託の導入検討）を参考に市場調査を行い、当市の取り組むべき方向性を整理する。 



（１） 市場調査の準備 

  過年度の検討を参考に、甲が包括的民間委託に取り組む背景、事業スキーム、効果等

を把握・整理し、市場調査に必要となる資料（実施要領、概要説明資料、調査票等）を

作成する。なお市場調査の対象や方法については、別途協議するものとする。 

（２） 市場調査の実施支援 

  実施要領の周知、市場調査への同席・記録、結果の取りまとめ等、市場調査の実施に

必要な支援を行う。 

（３） 導入に向けた課題の整理 

  市場調査の結果を踏まえ、当市における包括的民間委託の導入に向けた課題を週出・

整理する。また、課題解決に向けた検討の方向性を整理する。 

 

（点検支援技術の試行） 

第２６条 甲の抱える課題に対して、適切な支援技術を検討し、試行する。検討について

は、新技術情報提供システム（NETIS）の掲載技術や点検支援技術性能カタログなど

の新技術の活用についても検討する。 

（１） 橋梁維持管理における課題抽出 

   甲の橋梁維持管理において、コストや時間を要している内容、利用者への影響が想

定さ れる事象等の課題を抽出する。 

（２） 対象橋梁の選定 

  前項で抽出した課題の解決策を講じるにあたり、適切と思われる橋梁を、甲管理橋 

 梁より選定する。 

（３） 使用計画の立案 

  点検支援技術の試行に先立ち、点検支援技術計画書の作成を行う。 

（４） 点検支援技術を用いた試行点検・調査 

  点検支援技術を用いた試行点検・調査を行う。 

（５） 試行結果の分析 

  点検支援技術の試行結果について、取りまとめるとともに、分析を行う。 

 

（職員研修支援） 

第２７条 橋梁の維持管理に従事する甲職員の技術力を向上させるための研修を行う。 

 

（１） 計画準備 

  甲の橋梁維持管理（特に点検・診断）に資する職員向けの研修について、研修時 

期、内容、方法等の検討を行う。研修の計画立案にあたっては、座学（半日）と現地 

実習（１橋を半日）での研修を基本とする。受講者は１０人規模を想定するものとす 

る。なお、詳細については、監督員と協議するものとする。 



（２） 職員研修 

  座学と現地実習での研修後に、当日の運営、講義・説明、受講者に対する効果検証 

用のアンケートを実施する。 

（３） 研修結果のまとめ 

   職員研修の実施結果、アンケート結果について取りまとめを行う。 

 

（業務報告） 

第２８条 業務の成果として、健全性の診断結果の記録等の取りまとめや作成した資料の

報告書を作成する。 

 

（公表用資料の作成） 

第２９条 本業務の検討趣旨・成果の概要等について、市民等へ情報公開することを目的 

に、筑西市ホームページ掲載資料として取り纏める。資料の内容等については監督員と 

協議するものとする。 

 

 

 


